2008年住宅・土地統計調査結果の精度について (Ⅱ・完) by 山田 茂

























—  86  —
2008 年住宅・土地統計調査結果の精度について（Ⅱ・完）（山田）
つぎに，各大都市圏の中心に所在する大都市における「不詳」率の状況を






国の普通世帯数の約 30％を占めるに過ぎない 18 大都市において全国の「不
詳」の半数近く（項目によって 43％～50％）が発生していることがわかる。
つづいて各項目の「不詳」率が最も高かった東京都区部を中心とする大都
市圏内部の状況をみてみよう。表 5－3 は，東京 70 キロ圏の中心（旧都庁所
在地・千代田区有楽町駅付近）からの距離帯別に「建築の時期」「入居時期」








札 幌 大 都 市 圏 25.9 22.5
仙 台 大 都 市 圏 17.0 16.3
関 東 大 都 市 圏 30.6 27.3
新 潟 大 都 市 圏 12.0 10.9
静 岡 大 都 市 圏 12.5 11.2
浜 松 大 都 市 圏 18.8 15.5
中 京 大 都 市 圏 18.8 16.9
近 畿 大 都 市 圏 25.6 22.7
広 島 大 都 市 圏 20.6 18.2
北 九 州・ 福 岡 大 都 市 圏 21.3 19.2
全　　　国 21.0 18.7
表 5－1　大都市圏における「不詳」率








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































距離帯計 10.9 27.4 56.6 33.9 13.8 6.3 17.0 8.0 24.0
60 ～ 70km 6.1 11.2 20.7 21.5 11.6 － － － －
50 ～ 60km 5.8 15.1 31.2 25.7 13.9 － － － －
40 ～ 50km 7.9 17.3 38.3 25.7 13.4 7.9 12.0 8.2 22.5
30 ～ 40km 8.6 21.4 47.9 27.7 13.6 5.2 11.7 6.9 20.7
20 ～ 30km 8.9 24.2 58.9 32.1 15.5 3.9 12.6 5.5 20.3
10 ～ 20km 14.7 35.3 69.1 39.8 14.1 5.4 13.8 7.9 22.5
0 ～ 10km1） 16.6 46.5 79.6 50.7 11.6 9.0 27.6 10.2 31.3
民営借家 15.9 56.3 89.5 39.0 19.3 8.0 37.4 7.7 41.6
共同住宅
・その他 － 57.6 99.9 － 19.3 － 40.1 － 45.4
1）　主世帯総数に対する比率。
2）　普通世帯総数に対する比率。
3）　東京圏は 15 区，名古屋圏は 15 区・2 市・4 町，大阪圏は 23 区・4 市。
表 5－3　距離帯別「不詳」世帯比率



















































自営業主 12.3 10.3 8.7 10.6 5.8
雇用者 47.1 34.6 21.6 36.0 18.6
無職 22.4 13.7 8.5 21.7 9.7
不詳 18.3 41.3 61.2 31.6 65.9
共同建て住宅居住世帯 41.6 73.6 87.5 70.0 92.5
1 人世帯 2) 29.7 45.1 57.9 44.0 65.8
1）　家計を主に支える者の従業上の地位
2）　対主世帯総数。


































全国 5.6 6.4 18.2 21.0 18.7 6.8 7.2 3.1









非木造住宅 11.0 （37.1） ― 11.6 8.8 4.4
東京都区部 11.7 13.5 41.3 46.7 42.2 15.3 16.3 7.6























































































6）　大阪 50 キロ圏内では神戸市・京都市が所在する 30 ～ 40km・40 ～ 50km の距























査項目は住宅・土地統計調査（調査票は 8 頁）よりも少ない（調査票は 2 頁
または 4 頁）ので，実地調査は相対的に容易であったと推測される。他方，
2007 年就業構造基本調査の対象は抽出された約 45 万住戸に住む 15 歳以上
の世帯員である。実地調査は市区町村の統計主管課の管理の下で 2007 年 10
月 1 日を基準日として実施されている。その調査票は 2 頁であったので，実
地調査は労働力調査ほどではないにしても，住宅・土地統計調査と比較すれ
ば容易であったと推測される1）。なお，3 調査とも，調査票は 9 月下旬に配
（単位：％）
統計調査 就業構造 労働力調査 住宅・土地
基本調査 基本集計 統計調査1）
（年次） 月次調査結果
推定値の大きさ2） （2007 年） （2008 年） （2008 年）
 2000 万人 0.29 0.8 0.161
1000　　 0.41 1.2 0.256
 500　　 0.59 1.7 0.381
 100　　 1.37 3.9 0.883
  50　　 1.95 5.6 1.255
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布され，10 月上旬に回収された。また推計のための基準人口としては各年
10 月 1 日現在の総務省統計局「推計人口」が利用されている。
これらの各調査はいずれも標本調査方式で実施されているので，表 6－1
に 2008 年住宅・土地統計調査と労働力調査（月次分）・2007 年就業構造基本
調査の調査結果の標準誤差率を対比した。各調査結果の標準誤差率は後に示
す比較には差し支えない程度のものと考えられる。




労働力調査よりも約 1.6％少ないが，1 人世帯・2 人世帯・4 人世帯において






















総数 4980 5062 5225 4708 4874 4961
1 人 1474 1555 1741 1247 1427 1556
2 人 1383 1404 1397 1275 1299 1249
3 人 928 906 919 896 869 884
4 人 734 773 740 752 791 758
5 人 285 269 319 297
6 人 118 106 428 145 130 514
7 人以上 59 49 75 61
平均人員 （2.51） （2.47） （2.4） （2.66） （2.57） （2.5）
1）9 月末週実施分。表 6－3 ～表 6－6 も同じ。　2）実施基準日は 10 月 1 日。
表 6－2　世帯人員数の相違







てみよう。表 6－3 は，2008 年住宅・土地統計調査による「家計を主に支え








が 25 歳未満・75 歳以上の年齢層を中心に発生しているのではないかと考え
られる。1 人世帯の女性世帯主の世帯では住宅・土地統計調査の結果が全年
齢層の合計で 10％近く下回っており，世帯主が「年齢不詳」の世帯も約 80
万世帯含まれている。労働力調査と比べて世帯主が 25 歳未満，40 代後半お









回っているが，25 歳未満と 75 歳以上では差が逆転している。
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それでは，どのようなタイプの世帯に把握漏れが多く発生しているのだろ
うか。表 6－4 は，2008 年住宅・土地統計調査による家族類型に関する調査


























総数 －78 －122 －68 33 4 －5
25 歳未満 －28 －1 0 1 4 －31
25 ～ 29 歳 －18 －5 －8 2 5 －11
30 ～ 34 －19 －9 －11 1 5 －7
35 ～ 39 －27 －9 －24 3 7 －7
40 ～ 44 －12 －8 －16 0 12 －1
男 45 ～ 49 4 －7 －6 5 15 －3
50 ～ 54 0 －1 －15 7 16 －9
55 ～ 59 －9 －14 1 3 8 －8
60 ～ 64 －16 －13 －2 5 0 －9
65 ～ 69 －19 －15 1 1 －8 －3
70 ～ 74 －31 －22 2 2 －14 －2
75 歳以上 －94 －31 4 2 －48 －23
総数 －25 5 13 9 －25 －77
25 歳未満 －15 －1 0 1 1 －16
25 ～ 29 歳 5 －1 1 1 3 4
30 ～ 34 8 －2 0 －1 1 9
35 ～ 39 2 0 1 1 1 1
40 ～ 44 8 1 1 2 2 2
女 45 ～ 49 0 0 2 1 0 －3
50 ～ 54 3 1 2 －1 1 0
55 ～ 59 2 3 3 3 －2 －5
60 ～ 64 －3 2 2 3 －4 －8
65 ～ 69 －9 2 1 1 －4 －9
70 ～ 74 －17 0 0 －1 －3 －15
75 歳以上 －136 0 0 －3 －20 －115
1）　「住宅・土地統計調査」－「労働力調査」
表 6－4　世帯主の性・年齢家族類型別世帯数の相違1）







表 6－5 は，家計を主に支える者の「従業上の地位」に関する 2008 年住宅・



















家計を主に支える者総数 1) 3864 3924 －60 1117 1139 －22
　自営業主・家族従業者 2) 551 420 －131 59 53 －6
　　農林業自営業主 3) 109 95 －14 5 6 1
　　非農林業自営業主 4) 443 318 －125 64 44 －20
　雇用者 1968 2415 447 376 432 56
　　常雇 1835 2218 383 314 354 40
　　臨時雇 + 日雇 133 185 52 62 75 13
　　官公の雇用者 5） 182 253 71 24 42 18
　学生以外の無職 699 1005 306 351 607 256
　学生 42 73 31 23 46 23
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比べて男性では世帯主が「従業上の地位不詳」（差は 594 万世帯）「自営業主・
家族従業者」（同 131 万世帯）である世帯が多く，「雇用者」（同 447 万世帯）
「学生」（同 31 万世帯）「（学生以外の）無職」（同 306 万世帯）である世帯が
少ない。女性でも「従業上の地位不詳」（同 305 万世帯）である世帯が多く，「雇










2007 年 10 月 1 日を基準日として実施された。両調査の間の 1 年間には，収
入に関してそれほど大きな変化は生じていないのではないかと考えられる。
表 6－6 に両調査の 2007 年／2008 年（全国および東京都）および 2002 年／
2003 年（全国）の結果を対比した。両調査が 2007 年／2008 年に把握した世
帯総数には全国・東京都ともほとんど差がないが，就業構造基本調査結果に







このような傾向は 2002 年／2003 年に実施された両調査の結果にもみられ
る。



















































































































































































































































































































































































































































































































































2）　このタイプの集計は，2002 年 1 月分から公表されている。
3）　国土交通省・住宅着工統計による 2008 年 1 月～ 2008 年 9 月の月間着工戸数は 8.3
万戸～ 10.1 万戸であり，2008 年住宅・土地統計調査結果における「建築中の住
宅」の戸数は約 9.3 万戸であった。調査の実施時期の相違の結果に対する影響
は小さいと考えられる。
4）　この時点の世帯人員総数の把握数は，住宅・土地統計調査が 1 億 2526 万人，労
働力調査が 1 億 2771 万人であり，前者は 1.9％少ない。また，2003 年 9 月末時
点の把握数は，住宅・土地統計調査が 1 億 2507 万人，労働力調査が 1 億 2526
万人であり，前者は 0.2％少ない。1998 年 9 月末時点の把握数は，住宅・土地


































年齢 ○ ○ ○ △ △ △
従業上の地位 △ △ △ 項目なし 項目なし 項目なし
入居時期 ○ ○ ○ △ △ △
別世帯の子の有無 △ △ △ △ △ △
雇用者 通勤時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○
世帯全体
世帯の型 △ △ △ 項目なし 項目なし 項目なし
家族類型 △ △ △ △ △ 項目なし
居住室数 △ △ △ × × ×
居住室の畳数 △ △ △ △ ― △
年間収入額 ○ ○ △ ○ 項目なし ○
主世帯
住宅の所有関係 △ △ △ △ △ △
建築の時期 ○ ○ △ ○ ○ ○
浴室の有無 △ △ △ △ △ △
住宅の延べ面積 △ △ △ △ △ △









下記のうちインターネット・サイト上の収録文書は 2010 年 9 月に収録を確認した。
新聞記事は日本経済新聞デジタルメディア社が提供するデータベース「日経テレコン
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